
【様式１】

契約の名称及び内容
契約担当官等の氏名並びに

所属する部局の名称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び所在地

随意契約によることとした会計
法令の根拠条項及び理由

 予定価格（円）  契約金額（円）
落札率
（％）

再就職の
役員の数

移行困難な事由 移行予定年限 備　考

アイヌ政策推進室に係る事務
室の賃貸借

支出負担行為担当官
会計担当内閣参事官
日下正周
東京都千代田区永田町１－６－１

平成24年10月1日

財団法人農林水産奨励
会　不動産口
東京都港区赤坂１－９－
１３　三会堂ビル

会計法第29条の３第４項
建物等の位置・面積・設備等につき
最も好適な条件を有するものである
ため

5,782,064           5,782,064           100.00 ―

建物等の位置・面積・設備等につき
最も好適な条件を有する者であり、
かつ、建物等を変更することによる
費用の増大を避けるため（ただし、
市場変化等により公募を行う。）

未定

原子力安全規制組織等改革
準備室に係る複写機の保守
業務及び消耗品供給業務

支出負担行為担当官
会計担当内閣参事官
日下正周
東京都千代田区永田町１－６－１

平成24年10月1日
株式会社リコー
大田区中馬込１－３－６

会計法第29条の３第４項
単年度毎に機器を入れ替えること
による費用の増大を避けるため

非公表 2,980,530           ― ―
単年度毎に機器を入れ替えること
による費用の増大を避けるため

平成25年度

〔記載要領〕

１．本表は、「随意契約見直し計画」（公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議）の対象となっている契約を対象とすること。

２．本表は、平成24年度に締結した契約のうち、平成25年度以降に競争性のある契約への移行予定のものについて、当該契約ごとに記載すること。

３．本表は、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日付財計第2017号）記３．の記載方法に準じて記載すること。

４．「移行困難な事由」欄は、平成24年度に競争性のある契約に移行できなかった事由を記載することとし、「移行予定年限」欄は、平成25年度以降の具体的な移行予定年限（例：平成25年度）を記載すること。

５．単価契約に係る契約金額については、年間見込み額を記載している。

平成２５年度以降に競争性のある契約に移行予定のもの（平成２４年度第３四半期分）
　（府省名：内閣官房）



【様式１】

　（府省名：内閣本府）

契約の名称及び内容
契約担当官等の氏名並びに

所属する部局の名称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び所在地

随意契約によることとした会計
法令の根拠条項及び理由

 予定価格（円）  契約金額（円）
落札率
（％）

再就職の
役員の数

移行困難な事由 移行予定年限 備　考

〔記載要領〕

１．本表は、「随意契約見直し計画」（公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議）の対象となっている契約を対象とすること。

２．本表は、平成24年度に締結した契約のうち、平成25年度以降に競争性のある契約への移行予定のものについて、当該契約ごとに記載すること。

３．本表は、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日付財計第2017号）記３．の記載方法に準じて記載すること。

４．「移行困難な事由」欄は、平成24年度に競争性のある契約に移行できなかった事由を記載することとし、「移行予定年限」欄は、平成25年度以降の具体的な移行予定年限（例：平成25年度）を記載すること。

５．単価契約に係る契約金額については、年間見込み額を記載している。

平成２５年度以降に競争性のある契約に移行予定のもの（平成２４年度第３四半期分）

該 当 な し 


	【官房３四】随契（移行予定）
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